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法改正・制度運用関連   

【国内】 

利便性の高い知的財産権制度を実現するため、また知的財産権の戦略的な活

用を促進する観点から、通常実施権に係る登録制度の見直しを行うと共に、適

正な権利の保護のための環境整備を図るため、不服審判の請求期間や特許関係

料金の見直し等を行っている。 

 

 

 特許法等の一部改正（平成２０年） 

 

【主な改正点】 

 

Ａ 通常実施権等登録制度の見直し（特許法、実用新案法） 

（１）特許出願段階におけるライセンスに係る登録制度 

    特許出願段階におけるライセンスについて、特許法上の権利として、新   

  たに「仮専用実施権」及び「仮通常実施権」を設け、併せてその登録制度

を設ける。 

 登録は、前者について効力発生要件、後者について第三者対抗要件とな

る。 

（２）通常実施権等に係る登録事項の開示制限 

    通常実施権及び仮通常実施権に係る登録事項のうち、それを対外的に 

開示することで通常実施権者等の利害を害するおそれがある事項につい

て、利害関係人にのみ開示する制度を導入する。 

 

Ｂ 不服審判請求期間の見直し（特許法、意匠法、商標法） 

＜特許＞ 

  拒絶査定不服審判請求期間を「３月以内」に拡大し、明細書等の補正は審 



判請求と同時にのみ可能と変更した。  

＜意匠・商標＞ 

   拒絶査定不服審判と補正却下決定不服審判について、審判請求期間を「３ 

月以内」に拡大した。 

 

Ｃ 優先権書類の電子的交換の対象国の拡大（特許法、実用新案法） 

  世界的な特許出願の増大に対応して、出願人の利便性向上及び行政処理の   

効率化の観点から、優先権書類の電子的交換を世界的に実現するため、優

先権書類を電子的に交換できる対象国を拡大した（現在、日本、米国、欧

州特許庁、及び大韓民国であるが、最初に出願した第一国以外の国や国際

機関(WIPO 等）で電子化されたデータの受け入れも可能となる）。 

 

＜以上は、平成２１年４月１日より施行＞ 

 
Ｄ 特許・商標関係料金の引き下げ（特許法、商標法） 

  ＜特許＞ 

   中小企業等の負担感の強い１０年目以降の特許料の重点的引き下げを含 

む特許料の引き下げ（平均１２％の引き下げ） 

 

  ＜商標＞ 

   諸外国と比較して高額であり、中小企業等の利用割合が高い（件数で３  

６％）商標の設定登録料の引き下げ（平均４３％の引き下げ） 

 

  ＜本件料金関係は、平成２０年６月１日より施行＞ 

 

 

Ｅ 料金納付の口座振替制度の導入 

  国庫金の電子決済インフラの整備に伴い、特許料等の料金の納付手続の簡 

素化を図る観点から、料金納付について、銀行口座からの振替による納付 

制度を導入。 

 

   ＜本件は、平成２１年１月１日より施行＞  

 

 

 

 



 特許法等の一部改正（平成１８年） 

 

 【主な改正点】 

 

＜産業財産権法全般＞ 

（平成１９年４月１日施行） 

 

  １．「輸出」が実施・使用の定義に含まれることとなった。 

 

  ２．「譲渡等又は輸出を目的とした所持」が侵害とみなす行為に含まれるこ 

ととなった。 

 

  ３．産業財産権侵害の罰則が強化された。 

 

 

 

＜特許法＞ 

（平成１９年４月１日施行） 

 

  １．分割の時期的制限の緩和 

    従来の期間に加え、特許査定・拒絶査定謄本送達の日から３０日以内 

の期間も出願の分割が可能になった。 

 

  ２．割制度の濫用防止 

    分割後の出願に対する１回目の拒絶理由通知であっても、もとの出願 

の審査において既に通知された理由に対する補正は、最後の拒絶理由 

通知に対する補正と同様の制限がされるようになった。 

 

３．技術的特徴が異なる別発明への補正の禁止 

  補正において、補正前の発明と、補正後の発明が発明の単一性を満た  

  さなくてはならないという要件が課された。 

 

４．外国語書面出願の翻訳文提出期間の延長 

  外国語書面出願の翻訳文提出期間が、優先日から１年２ヶ月以内とな 

った。 

 



 ＜意匠法＞ 

（平成１９年４月１日施行） 

 

  １．画面デザインの保護 

    物品の本来的な機能を発揮できる状態にする際に必要となる操作に使   

用される画面デザインにつき、意匠として登録が認められるようにな 

った。 

 

２．先願の意匠の一部と同一又は類似の後願意匠について 

  先願の意匠の一部と同一又は類似の後願意匠は、先願と同一出願人が、 

先願の意匠公報発行の日前にした場合に限り、登録が認められるよう 

になった。 

 

３．関連意匠の出願時期の緩和 

  本意匠の意匠公報発行の日前まで、関連意匠の出願が可能となった。 

 

４．秘密意匠制度の見直し 

  出願時に加えて、第一年分の登録料の納付と同時に秘密意匠の請求が  

可能となった。 

 

５．意匠権の存続期間の延長 

  意匠権の存続期間が２０年に延長された。 

 

６．意匠の類似範囲の明確化 

  意匠の類似についての判断は、需要者の視覚を通じて起こさせる美感 

に基づいて行われるものである旨規定された。 

 

７．新規性喪失例外の手続きの見直し 

  新規性喪失の例外の手続における証明書の提出期間が３０日に延長さ 

れた。 

 

 

 

 

 

 



 ＜商標法＞ 

（平成１９年４月１日施行） 

 

１．団体商標制度の主体の見直し 

  団体商標制度を受けられる主体として、法人格を有する社団が加えら 

れた。 

 

２．小売業等の役務商標としての保護 

  役務に「小売及び卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提 

供」が加えられた。  

 

 



 特許法等の一部改正（平成１７年） 

 

【主な改正点】 

 

 ・地域団体商標制度の導入 

（平成１８年４月１日施行） 

   

地域の名称と商品の名称等からなる商標につき、一定の範囲で周知と 

  なった場合、事業共同組合等が出願した場合は、地域団体商標として 

  登録を認めることとなった。  

 

 



 特許法等の一部改正（平成１６年） 

   

【主な改正点】 

 

  １．実用新案登録に基づく特許出願制度導入 

（平成１７年４月１日施行） 

 

    出願から３年を経過しておらず、かつ技術評価請求していない実用新 

案登録に基づき特許出願が可能。 

   （基礎となる実用新案登録は放棄しなければならない。） 

  

  ２．実用新案権存続期間が出願日から１０年間に延長 

（平成１７年４月１日施行） 

 

  ３．職務発明の「相当の対価」の決定方法についての規定 

   （平成１７年４月１日施行） 

 

   ・ 契約、勤務規則その他の定めにおいて、従業者等が受ける対価につい 

て定めた場合には、原則としてその定めたところに基づいて決定する。 

 

・ 但し、その定めたところの全課程（決定基準の策定に際しての使用者 

等と従業者等との協議の状況、策定された基準の開示の状況、対価の 

額の算定について行われる従業者等からの意見の聴取等の状況）を総 

合的に評価して不合理と認められる場合は、定めがない場合と同様に、 

使用者等が受けるべき利益の額、その発明に関連して使用者等が行う 

負担、貢献及び従業者等の処遇、その他の事情を考慮して定めなけれ 

ばならない。 

 

 

 

 



 特許法等の一部改正（平成１５年） 

 

【主な改正点】 

 

(平成１６年４月１日施行） 

 １．特許関係料金の改正   

   ・ 特許出願手数料（印紙代）の引き下げ 

             

     21,000 円 → 16,000 円  

 

   ・ 審査請求手数料の引き上げ  

 

     84,300 円＋27,000 円Ｘ請求項数   

↓ 

168,600 円+4,000 円ｘ請求項数 

 

   ・ 平成１６年４月１日以降に審査請求を行った出願について、 

     特許後の権利維持期間初期の特許料が減額される。 

 

（平成１６年４月１日施行） 

  ２．審査請求手数料の一部返還制度導入  

 

    最初の審査の結果通知（拒絶理由通知、協議命令等）がされる前に 

    放棄・取り下げがあった出願に対して、６ヶ月以内の返還請求により 

一部返還。 

 

（平成１６年１月１日施行） 

 ３． 特許異議申立制度と無効審判制度の統合   

 

   ・ 特許付与後の異議申立制度廃止。 

 

   ・ 無効審判において、異議申立制度のもつ公衆審査機能を拡充するた 

め、無効審判請求の請求人適格が拡大された。 

↓ 

権利帰属にかかる無効理由を除き、何人も請求ができるようになっ 

た。 



 

 特許法等一部改正（平成１４年） 

 

【主な改正点】 

 

 ＜特許法＞ 

（平成１４年９月１日施行） 

  ・ 特許法上の「物」にプログラム等が含まれることを明確にする。 

 

  ・ プログラム等の発明の実施に電気通信回路を通じた提供が含まれる。 

 

  ・ 特許を受けようとする者はその発明に関する文献公知発明のうち、出 

願時に知っているものを発明の詳細な説明に記載する（情報開示義務）。 

 

  ・ 国際特許出願に係る手続について、国内書面提出期間を一律２年６月 

とする。 

 

（平成１５年１月１日施行） 

  ・ 間接侵害行為に、主観的要件を導入しつつ、客観的要件を緩和した規 

定を追加。 

    ＜物の発明について、その物の生産に用いる物、方法の発明について、 

その方法の使用に用いるもの（いずれも、日本国内において広く一般 

に流通しているものを除く。）であって、その発明による課題の解決に 

不可欠なものにつき、その発明が特許発明であること及びその物がそ 

の発明の実施に用いられることを知りながら、業として、その生産、 

譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申し出をする行為を間接侵害行為に 

追加。＞ 

 

（平成１５年７月１日施行） 

  ・ [明細書]から[特許請求の範囲]の記載を独立させ、別書面とした。 

    

 

 

 

 

   



  ＜商標法＞ 

  （平成１４年９月１日施行） 

 

  ・ 商品に標章（マーク）を付したものを電気通信回線を通じて提供する 

行為も標章の使用に含まれることを明確にした。 

 

  ・ 電磁的方法により行う映像面に標章を表示して役務を提供する行為も 

    標章の使用に含まれることを明確にした。 
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